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１．平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）                      （百万円未満切捨て）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 40,545 9.2 1,337 △3.1 1,525 △4.9 692 △21.2

19年３月期 37,140 6.9 1,380 7.7 1,603 0.9 878 6.2

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 57 38 － － 3.3 4.5 3.3

19年３月期 72 79 － － 4.2 5.0 3.7

（参考）持分法投資損益 20年３月期 194百万円 19年３月期 206百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 34,502 21,211 60.8 1,738 43

19年３月期 32,600 21,222 64.6 1,744 27

（参考）自己資本 20年３月期 20,980百万円 19年３月期 21,050百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 1,466 △962 △461 2,663

19年３月期 2,114 △1,361 △857 2,622

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 － － 8 00 － － 12 00 20 00 241 27.5 1.2

20年３月期 － － 9 00 － － 11 00 20 00 241 34.9 1.2

21年３月期（予想） － － 10 00 － － 10 00 20 00 － 23.2 －

３．平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 21,000 9.0 560 3.3 700 2.7 380 19.3 31 49

通期 43,000 6.1 1,630 21.8 1,800 18.0 1,040 50.2 86 17
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「(1)重要な減価償却資産の減価償

却の方法」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 12,070,000株 19年３月期 12,070,000株

②　期末自己株式数 20年３月期 1,399株 19年３月期 1,399株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 37,396 8.1 1,213 △14.8 1,345 △13.5 574 △20.2

19年３月期 34,584 7.5 1,424 △1.4 1,555 △1.1 719 11.5

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年３月期 47 59 － －

19年３月期 59 65 － －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 32,664 20,095 61.5 1,665 15

19年３月期 30,403 20,287 66.7 1,681 01

（参考）自己資本 20年３月期 20,095百万円 19年３月期 20,287百万円

２．平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 19,300 10.0 490 1.0 600 0.6 320 14.2 26 52

通  期 39,500 5.6 1,430 17.9 1,560 16.0 800 39.3 66 29

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページ「１．経営成績(1)経営成績

に関する分析」をご覧下さい。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

 【当期の経営成績】

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、前半、回復基調で推移したものの、後半は、米国のサブプライムローン

問題を背景とした世界的な金融不安、円の急騰、株価の急落、原油や原材料の価格高騰など、景気の先行きに懸念を

強めながら推移しました。

  また、当社グループと関係の深い自動車業界では、国内需要の低迷により国内新車販売台数は低調に推移しました

が、米国を除く海外需要の拡大により輸出台数は好調に推移しました。

  このような状況の中で当社グループは、一丸となって収益改善を推進するとともに、平成19年５月に大阪事業所、

10月に阪神事業所を開設し、収益基盤の強化と事業規模の拡大に努めてまいりました。

  その結果、当連結会計年度の売上高は、過去最高の40,545百万円（前期比9.2.％増収）となりました。一方利益面

は、大阪事業所、阪神事業所開設時の稼動準備の先行コストや自動車サービス事業における個人消費の低迷や競争激

化に伴う販売単価の下落等の影響を受けるとともに、内部統制、人材育成の強化等、体質強化コストの増加により、

営業利益は1,337百万円（前期比3.1％減益）となり、経常利益は、ドル安による為替差損等の計上により1,525百万円

（前期比4.9％減益）となりました。また、当期純利益は、豊田工場の再開発による既存工場の取壊し費用211百万円

の発生等により、692百万円（前期比21.2％減益）となりました。

  なお、主な事業別の状況（セグメント間の内部売上を含む）は次のとおりであります。

 

 当連結会計年度の事業別の状況

 （物流サービス事業）

 ・包装事業

  主要取引先への深耕や既存取引先からの受注量の増加や大阪事業所、阪神事業所の新規開設による拡販に加え、中

国子会社２社が順調に拡大したこと等により、売上高は20,787百万円（前期比14.3％の増収）となりました。

・格納器具製品事業

  国内での鉄製格納器具を中心とした積極的な提案型営業を展開したこと等により、受注量が増加し、売上高は4,833

百万円（前期比7.6％の増収）となりました。

  以上の結果、物流サービス事業の売上高は25,621百万円（前期比12.9％の増収）となりました。営業利益は、大阪

事業所、阪神事業所開設時の稼動準備の先行コストや鉄鋼等材料費の高騰の影響を受けましたが、北米子会社の黒字

化や中国子会社が順調に推移したこと等により、1,370百万円（前期比12.1％の増益）となりました。

 

 （自動車サービス事業）

 ・車両リース事業

  取引先のコスト削減ニーズによる契約車両の軽自動車化、価格競争による販売単価下落の影響を受けましたが、企

画提案による拡販活動に努めたこと等により、売上高は7,360百万円（前期比2.1％の増収）となりました。

・車両整備事業

  保険会社との提携による鈑金修理の導入促進やコールセンターでのアクシデントサービス充実に努めたことにより

鈑金受注が増加し、売上高は2,410百万円（前期比1.5％の増収）となりました。

・自動車販売事業

  提案型販売を積極的に展開したことやオートプラザラビットでの店舗販売を強化するとともに、中古車販売におい

て他社リースアップ車両の販売促進を積極的に展開したこと等により、売上高は1,137百万円（前期比2.5％の増収）

となりました。

・カー用品販売事業

  サービスの強化によるリピート促進に努めましたが、カー用品市場の低迷や近隣への大型競合店の参入の影響を受

けたこと等により、売上高は755百万円（前期比21.6％の減収）となりました。

・保険代理店事業

  業務品質の向上を図るとともに、提案型販売活動を積極的に展開し、顧客獲得に努めたこと等により、売上高は677

百万円（前期比7.5％の増収）となりました。

  以上の結果、自動車サービス事業の売上高は12,442百万円（前期比0.4％の増収）となりましたが、営業利益は、主

要商品の車両リースの販売単価の下落等の影響から原価率が悪化し、798百万円（前期比14.7％の減益）となりました。
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 （その他の事業）

 ・情報サービス事業

  主要取引先及びその関連企業への拡販に注力したこと等により、売上高は1,587百万円（前期比5.6％の増収）とな

りました。

・人材サービス事業

  企業の人員不足が逼迫する中、人材獲得競争の激化や人材登録者数の減少等の影響を受けましたが、積極的な拡販

活動を展開したこと等により、売上高は1,638百万円（前期比12.3％の増収）となりました。 

  以上の結果、その他の事業の売上高は3,225百万円（前期比8.9％の増収）となり、営業利益は、79百万円（前期比

37.7％の増益）となりました。

 

【次期の見通し】 

  国内景気は、引き続き世界的な金融不安、円の急騰、株価の急落、原油や原材料の価格高騰など、後退要因があり、

また、個人消費の低迷が予想されるとともに、価格競争の激化などの厳しい状況は、依然として続くものと思われま

す。

　このような状況の中で当社グループは、ＣＳナンバーワン経営を着実に実現し、業態改革をさらに加速させるとと

もに、グループの総力をあげて、お客様の期待を上回る商品、サービスの提供に努め、新規作業分野の生産性の向上

と原価の低減に努力し、顧客価値とグループ企業価値の向上に取り組んでまいります。

  次期の見通しにつきましては、売上高43,000百万円（前期比6.1％の増収）、営業利益1,630百万円（前期比21.8％

の増益）、経常利益1,800百万円（前期比18.0％の増益）、当期純利益1,040百万円（前期比50.2％の増益）の増収増

益を予想しております。

  なお、主な事業別の状況（セグメント間の内部売上を含む）は次のとおりであります。

 

(物流サービス事業) 

 ・包装事業

  主要取引先への深耕に注力するとともに、既存顧客、新規顧客への積極的なトータル物流サービスの展開を中心と

した拡販努力を推進することに加え、中国子会社が順調に拡大することや北米KIMURA,INC.の物流分野での拡販を見込

むことから、売上高は21,800百万円（前期比4.9％の増収）を予想しております。

・格納器具製品事業

  国内、米国とも鉄製格納器具を中心に積極的な拡販活動を展開し、受注の増加を見込むことから売上高は5,200百万

円（前期比7.6％の増収）を予想しております。

  この結果、物流サービス事業の売上高は27,000百万円（前期比5.4％の増収）を予想しております。営業利益は、大

阪、阪神事業所の生産性向上を強力に推進することにより収益改善が順調に推移すると見込むことから、1,635百万円

（前期比19.3％の増益）を予想しております。

 

 (自動車サービス事業)

 ・車両リース事業

  トータルカーマネージメントサービスの展開を中心とした企画提案型営業を強化、推進することにより契約台数の

増加を見込むことから、売上高は7,710百万円（前期比4.8％の増収）を予想しております。

・車両整備事業

  引き続き鈑金受注の増加を見込むものの、価格競争の激化による販売単価やメンテナンス契約単価の下落を見込む

ことから、売上高は2,410百万円（前期比ほぼ横ばい）を予想しております。

・自動車販売事業

  引き続き中古車販売において他社リースアップ車両の販売増加を見込むことから、売上高は1,598百万円（前期比

40.5％の増収）を予想しております。

・カー用品販売事業

  店舗戦略の改善や販売チャンネルの拡大等の積極的な販売促進活動を展開することにより、来店客数の増加と客単

価の増額を見込むことから、売上高は810百万円（前期比7.3％の増収）を予想しております。

・保険代理店事業

  保険期間の延伸による契約獲得件数の減少を見込むこととから、売上高は660百万円（前期比2.6％の減収）を予想

しております。

  この結果、自動車サービス事業の売上高は13,270百万円（前期比6.7％の増収）を予想しております。営業利益は、

増収効果と原価削減を強力に推進することから、980百万円（前期比22.7％の増益）を予想しております。
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 (その他の事業)

 ・情報サービス事業

  豊田若宮営業所の開設（平成19年10月）等、主要顧客からのシステム開発受注の拡大や、その関連企業への新規拡

販活動による受注の増加を見込むことから、売上高は1,700百万円（前期比7.1％の増収）を予想しております。

・人材サービス事業

  引き続き企業の人材不足による需要の拡大により受注の増大を見込むことから、売上高は2,000百万円（前期比

22.1％の増収）を予想しております。

  この結果、その他の事業の売上高は3,700百万円（前期比14.7％の増収）を予想しております。営業利益は売上高の

増収に加え、コスト削減効果が更に寄与することを見込むことから、145百万円（前期比82.3％の増益）を予想してお

ります。

 

(2）財政状態に関する分析

 ① 資産、負債及び純資産の状況

  当連結会計年度末の流動資産につきましては、割賦バックによる車両売却代のその他流動資産（未収金）の増加等

により561百万円の増加となりました。また、固定資産につきましては、豊田工場の再開発や社員寮用土地の購入、社

員寮の建設等により土地、建物が増加したことや新年度よりのリース会計基準への対応等を勘案し、リース＆リース

方式から割賦バック方式による取得へ平成19年10月から変更をしたことにより、賃貸資産が増加し、有形固定資産合

計で1,740百万円の増加となりました。反面、投資その他の資産につきましては、株式市場の低迷の影響から投資有価

証券が減少したこと等により364百万円減少しました。この結果、資産合計では1,340百万円の増加となりました。

  一方流動負債では、短期借入金の返済及び長期借入金への借替等により短期有利子負債は減少しましたが、リース

＆リース方式から割賦バック方式による取得へ平成19年10月から変更をしたことに伴う未払金の増加等により1,126百

万円の増加となりました。また固定負債におきましては、短期借入金から長期借入金への借替等により786百万円の増

加となりました。この結果、負債合計では1,913百万円の増加となりました。

純資産につきましては当期純利益の計上はありましたが、株式市場低迷による時価の減少からその他有価証券評価差

額金が減少したことにより11百万円の減少となりました。

  この結果、自己資本比率は3.8ポイント下落し60.8％となりました。

② キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前期に比較して40百万円増加し、2,663

百万円となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。

  (営業活動によるキャッシュ・フロー)

  当連結会計年度の営業活動の結果で得られた資金は、1,466百万円と前期比647百万円の減少となりました。

この主な要因は、税金調整前利益の減少406百万円、減価償却費の減少266百万円により資金が減少したこと等による

ものであります。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

  投資活動の結果で支出した資金は、962百万円と前期比399百万円の減少となりました。

  この主な要因は、その他投資の取得による支出が293百万円増加しましたが、有形固定資産の取得による支出が792

百万円減少したことによるものであります。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

  財務活動で支出した資金は、461百万円と前期比396百万円の減少となりました。

  この主な要因は、得られた資金による銀行借入金等の返済金額253百万円が前期に比較して387百万円減少したこと

によるものであります。

 【キャッシュ・フロー関連指標の推移】

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率（％） 60.3 62.2 63.4 64.6 60.8

時価ベースの自己資本比

率（％）
26.5 56.0 55.0 52.6 33.6

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率（年）
1.27 1.45 1.36 1.25 1.36

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
64.1 49.4 38.9 30.2 15.7
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自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

　　　　ります。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

  当社グループの利益配分につきましては、企業体質強化と今後の積極的な事業展開に備えるため、継続的な安定配

当の実施を基本としつつ内部留保の充実に留意し、業績及び配当性向等を総合的に勘案して、配当政策を決定してお

ります。

  こうした基本方針に基づき今後も、収益力の向上及び財務体質の強化を図りながら、業績に応じた利益配分に努力

してまいります。

  また、内部留保資金につきましては、経営環境の変化が更に進むと予想されることから、この変化に耐えうる財務

体質の強化と、さらには事業拡大を図るための投資に活用したいと考えております。

　当期の配当につきましては、基本方針に基づき普通配当11円とし、1株当たり20円（内中間配当9円）を実施する予

定であります。これにより、配当性向は連結ベースで34.9％、個別ベースで42.1％になります。

　また、次期の配当につきましては、1株当たり20円（内中間配当10円）の実施を予定しております。

 

(4）事業等のリスク

①人材の確保及び育成について

  当社では、構成する経営資源の中で展開する事業の特性上「人材」が最も重要な経営資源と位置付けており、優れ

た人材の採用及び育成を経営の最重要課題と認識しております。主に以下のような施策を実施しております。

・ 人材戦略に基づく身分別採用活動の展開

・ 成果・能力主義を重視した人事制度の運用

・　訓練道場等社員の能力向上に繋がる教育訓練・研修制度の充実

  しかしながら、これらの施策がうまく機能せず、当社の求める人材の確保、育成が計画どおりに進捗しない場合に

は当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。

②法的規制について

  当社の展開する事業の中で、物流サービス事業の包装事業及び格納器具製品事業に影響する製造業への人材派遣の

解禁、自動車サービス事業の整備事業における車検期間の延長など、各種法令及び規制の変更により、当社の事業に

影響を及ぼす可能性があります。尚、主な関連法規は以下の通りです。

 

関連事業 関連法規名 監督省庁

 物流サービス事業

 

 倉庫業法  国土交通省、中部運輸局

 貨物利用運送事業法  国土交通省、中部運輸局

 

 自動車サービス事業

 

 

 道路運送法  国土交通省、中部運輸局、愛知陸運局

 道路運送車両法   国土交通省、中部運輸局

 保険業法  金融庁

 大規模小売店舗立地法  経済産業省、愛知県

 その他の事業 労働者派遣法 厚生労働省、愛知労働局 

 

 ③価格競争について

  当社の展開する各事業に共通して価格の低下が進んでおり、提供するサービス・製品・商品の高付加価値化、原価

低減といった対応が重要課題となってきております。今後一層の価格の低下が予想される中で、当社としましては、

品質・生産性の向上、コスト対応力強化のための施策を展開していく方針ですが、価格競争が過度に進む場合は、今

後の業績に影響を与える可能性があります。
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④特定取引先への依存について

  当社は、トヨタ自動車株式会社に対する売上高が全体の32.2％、トヨタ自動車グループに対する売上高を含めます

と、全体の売上高の39.8％（平成20年３月期、提出会社ベース）となっており、トヨタ自動車株式会社の発注政策に

影響を受ける可能性があります。当社としましては、各事業の拡大及び各事業の有するノウハウを結合した新しい業

態の開発を積極的に推進し、国内外に展開していくなど一層の努力をしていく方針です。

⑤海外進出について

  当社では、米国に１社と中国２社の子会社を、ブラジル、タイ及びメキシコに大手商社との合弁会社３社を展開し

ております。これら海外への事業進出には、予期しない法律又は規制の変更、不測な政治又は治安混乱、雇用環境の

変化、テロ・戦争等といったリスクが内在されており、これらは今後の事業に影響を与える可能性があります。 

 

２．企業集団の状況
 

 最近の有価証券報告書（平成19年6月25日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び関係会社の状況から重要

な変更がないため開示を省略しております。

３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

(2）目標とする経営指標

(3）中長期的な会社の経営戦略

(4）会社の対処すべき課題

  平成20年3月期中間決算短信（平成19年10月26日開示）により開示を行なった内容から重要な変更がないため開示を

省略しております。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 3,022,308 3,063,003  

２．受取手形及び売掛金 ※4 5,754,332 5,780,326  

３．たな卸資産 453,784 421,511  

４．繰延税金資産 251,569 250,418  

５．その他 386,634 913,546  

貸倒引当金 △5,000 △3,900  

流動資産合計 9,863,630 30.3 10,424,905 30.2 561,275

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1）建物及び構築物 ※2 12,422,482 12,990,023

減価償却累計額 5,760,288 6,662,193 5,960,993 7,029,029  

(2）機械装置及び運搬具 2,005,158 1,969,960

減価償却累計額 1,531,069 474,088 1,537,296 432,664  

(3）賃貸資産 8,746,288 8,408,201

減価償却累計額 7,147,928 1,598,359 5,572,740 2,835,460  

(4）土地 ※2,3 6,161,997 6,229,311  

(5）建設仮勘定 38,008 123,670  

(6）その他 1,378,116 1,417,789

減価償却累計額 1,056,916 321,199 1,071,893 345,895  

有形固定資産合計 15,255,847 46.8 16,996,033 49.3 1,740,185

２．無形固定資産

(1）のれん 84,939 38,027  

(2）その他 342,541 354,339  

無形固定資産合計 427,480 1.3 392,366 1.1 △35,114

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 ※1 4,206,018 3,289,803  

(2）繰延税金資産 309,481 513,939  

(3）その他 ※1 2,544,827 2,890,193  

貸倒引当金 △7,181 △5,077  

投資その他の資産合計 7,053,146 21.6 6,688,859 19.4 △364,287

固定資産合計 22,736,474 69.7 24,077,258 69.7 1,340,784

資産合計 32,600,104 100.0 34,502,164 100.0 1,902,060
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 1,381,420 1,146,068  

２．短期借入金 ※2 852,720 399,605  

３．１年以内償還予定社債  300,000 －  

４．１年以内返済予定長期
借入金

※2 500,000 －  

５．未払金  － 1,195,172  

６．未払費用  2,043,302 2,169,630  

７．未払法人税等 360,706 27,564  

８．賞与引当金 446,486 492,247  

９．役員賞与引当金 25,000 20,000  

10．その他 710,659 460,613  

流動負債合計 6,620,296 20.3 5,910,902 17.1 △709,394

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※2 1,000,000  2,000,000   

２．長期未払金  －  1,835,922   

３．退職給付引当金 2,230,311 2,011,114  

４．役員退職引当金 378,947 352,177  

５．再評価に係る繰延税金
負債

※3 1,141,849 1,141,849  

６．その他 5,940 38,544  

固定負債合計 4,757,048 14.6 7,379,608 21.4 2,622,560

負債合計 11,377,345 34.9 13,290,511 38.5 1,913,165

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   3,580,350 11.0  3,580,350 10.4 －

２．資本剰余金   3,420,139 10.5  3,420,139 9.9 －

３．利益剰余金   12,418,827 38.1  12,857,931 37.3 439,104

４．自己株式   △1,186 △0.0  △1,186 △0.0 －

　　株主資本合計   19,418,130 59.6  19,857,235 57.6 439,104

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金

  1,318,766 4.0  806,387 2.3 △512,379

２．土地再評価差額金 ※3  117,713 0.4  117,713 0.3 －

３．為替換算調整勘定   196,245 0.6  199,060 0.6 2,814

　　評価・換算差額等合計   1,632,725 5.0  1,123,161 3.2 △509,564

Ⅲ　少数株主持分   171,901 0.5  231,256 0.7 59,354

純資産合計   21,222,758 65.1  21,211,653 61.5 △11,105

負債純資産合計   32,600,104 100.0  34,502,164 100.0 1,902,060
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(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 37,140,161 100.0 40,545,698 100.0 3,405,537

Ⅱ　売上原価 ※2 31,202,084 84.0 34,355,886 84.7 3,153,801

売上総利益 5,938,076 16.0 6,189,811 15.3 251,735

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 4,557,232 12.3 4,851,887 12.0 294,655

営業利益 1,380,844 3.7 1,337,923 3.3 △42,920

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 2,327 4,509

２．受取配当金 38,829 51,879

３．受取手数料 21,817 16,085

４. 持分法による投資利益 206,801 194,590

５．その他 57,237 327,014 0.9 55,708 322,773 0.8 △4,240

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 63,484 68,930

２．開業費 18,685 －

３．為替差損 － 51,114

４．その他 22,147 104,318 0.3 15,260 135,305 0.3 30,987

経常利益 1,603,540 4.3 1,525,391 3.8 △78,148

Ⅵ　特別利益

１．固定資産売却益 ※3 4,374 2,970

２．投資有価証券売却益 49,124 53,499 0.2 13,000 15,970 0.0 △37,529

Ⅶ　特別損失

１．固定資産除却損 ※4 49,618 226,940

２．固定資産売却損 ※5 457 2,163

３．解約違約金 10,000 －

４．投資有価証券評価損 － 37,089

５．出資金評価損 － 94,132

６．前期損益修正損 10,521 －

７．その他 2,716 73,312 0.2 4,250 364,575 0.9 291,262

税金等調整前当期純利
益

1,583,727 4.3 1,176,786 2.9 △406,850
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

法人税、住民税及び事
業税

693,188 340,180

法人税等調整額 13,262 706,450 1.9 128,807 468,987 1.2 △237,463

少数株主利益 （△は
少数株主損失）

 △1,189 △0.0  15,254 0.0 16,443

当期純利益 878,465 2.4 692,545 1.7 △185,920
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(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 3,580,350 3,420,139 11,782,596 △1,186 18,781,899

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）   △120,686  △120,686

剰余金の配当   △96,548  △96,548

役員賞与（注）   △25,000  △25,000

当期純利益   878,465  878,465

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 636,231 － 636,231

平成19年３月31日　残高（千円） 3,580,350 3,420,139 12,418,827 △1,186 19,418,130

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 1,423,363 117,713 78,397 1,619,474 165,347 20,566,722

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）      △120,686

剰余金の配当      △96,548

役員賞与（注）      △25,000

当期純利益      878,465

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△104,596 － 117,848 13,251 6,554 19,805

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△104,596 － 117,848 13,251 6,554 656,036

平成19年３月31日　残高（千円） 1,318,766 117,713 196,245 1,632,725 171,901 21,222,758

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 3,580,350 3,420,139 12,418,827 △1,186 19,418,130

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当   △253,440  △253,440

当期純利益   692,545  692,545

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 439,104 － 439,104

平成20年３月31日　残高（千円） 3,580,350 3,420,139 12,857,931 △1,186 19,857,235

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高（千円） 1,318,766 117,713 196,245 1,632,725 171,901 21,222,758

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当      △253,440

当期純利益      692,545

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△512,379  2,814 △509,564 59,354 △450,210

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△512,379 － 2,814 △509,564 59,354 △11,105

平成20年３月31日　残高（千円） 806,387 117,713 199,060 1,123,161 231,256 21,211,653
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分 注記番号 金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,583,727 1,176,786  

減価償却費 1,768,499 1,501,507  

のれん償却額 56,626 58,340  

持分法による投資利益 △206,801 △194,590  

貸倒引当金の増減額（減少：△） △580 △3,204  

賞与引当金の増減額（減少：△） 29,432 45,809  

役員賞与引当金の増減額（減少：△） 25,000 △5,000  

退職給付引当金の増減額（減少：△） △136,195 △219,196  

役員退職引当金の増減額（減少：△） 28,880 △26,770  

受取利息及び受取配当金 △41,303 △56,788  

支払利息 68,810 93,598  

為替差損 － 43,565  

投資有価証券売却益  △49,897 △13,000  

投資有価証券評価損  － 37,089  

有形固定資産売却益 △396,260 △412,834  

有形固定資産除却損 49,618 226,940  

有形固定資産売却損  457 2,163  

その他投資評価損  － 100,182  

売上債権の増減額（増加：△） △313,437 △33,487  

たな卸資産の増減額（増加：△） △121,416 29,742  

その他の流動資産の増減額（増加：△） △34,360 △21,135  

仕入債務の増減額（減少：△） 233,450 △232,421  

その他の流動負債の増減額（減少：△） 338,653 84,060  

役員賞与の支払額 △25,000 －  

小計 2,857,901 2,181,357 △676,544

利息及び配当金の受取額 100,563 123,098  

利息の支払額 △70,001 △93,438  

法人税等の支払額 △774,222 △744,092  

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,114,241 1,466,924 △647,316

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,839,321 △1,047,298  

有形固定資産の売却による収入 601,437 504,624  

投資有価証券の取得による支出 △56,564 △1,342  

投資有価証券の売却による収入 90,710 113,000  

その他の投資の取得による支出 △286,996 △623,886  

その他の投資の売却による収入 38,312 91,827  

貸付金の回収による収入 90,588 588  

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,361,835 △962,487 399,347
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分 注記番号 金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,845,952 500,295  

短期借入金の返済による支出 △2,200,000 △953,460  

長期借入れによる収入 1,000,000 1,000,000  

長期借入金の返済による支出 △786,587 △500,000  

社債の償還による支出 △500,000 △300,000  

配当金の支払額 △217,137 △253,278  

少数株主からの出資による収入 － 45,290  

財務活動によるキャッシュ・フロー △857,772 △461,152 396,619

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 5,085 △2,590 △7,675

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少:
△)

△100,280 40,694 140,975

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 2,722,589 2,622,308 △100,280

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,622,308 2,663,003 40,694
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

有形固定資産

イ．賃貸資産

リース資産…リース契約期間を償却

年数とし、リース契約

期間満了時に見込まれ

るリース資産の処分価

額を残存価額とする定

額法

（主な耐用年数１年～６年）

有形固定資産

イ．賃貸資産

リース資産

     　　 同左 

レンタル資産…定率法

（主な耐用年数３年～４年）

レンタル資産

     　　 同左  

ロ．その他の有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は、定

額法によっており、その他は定率法に

よっております。

ロ．その他の有形固定資産

      　　　  同左  

 

(会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。これにより、営業利益、経常

利益、及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ17,250千円減少しております。

 （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。これにより、営業

利益、経常利益、及び税金前調整前当期

純利益はそれぞれ20,546千円減少してお

ります。 
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）重要な引当金の計上基準 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当連結

会計年度における支給見込額に基づき計

上しております。

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号　平成17年11月29日）を適用してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

25,000千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

役員賞与引当金　　

　役員賞与の支出に備えるため、当連結

会計年度における支給見込額に基づき計

上しております。

 ※なお、上記以外は、平成20年3月期中間決算短信（平成19年10月26日開示）により開示を行った内容から重要な変更

   がないため開示を省略しております。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は21,050,856

千円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

　　

           　　──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表関係）　

  前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示

しております。

  

（連結キャッシュ・フロー計算書）　

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん償

却額」と表示しております。

 

                   ──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 1,044,108千円

その他（出資金） 202,605

投資有価証券（株式） 1,108,132千円

その他（出資金） 217,189

※２．担保に供している資産及び担保付債務は、次のとお

りであります。

※２．担保に供している資産及び担保付債務は、次のとお

りであります。

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

建物及び構築物 1,290,790千円

土地 2,755,953

合計 4,046,743

建物及び構築物 1,412,735千円

土地 2,755,953

合計 4,168,688

(2）担保付債務 (2）担保付債務

短期借入金 200,000千円

１年以内返済予定長期借入金 500,000 

長期借入金 1,000,000

合計 1,700,000

長期借入金 2,000,000千円

  

※３．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」（平成13年３月31日改正）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純

資産の部に計上しております。

※３．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」（平成13年３月31日改正）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純

資産の部に計上しております。

①再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条により算出

①再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条により算出

②再評価を行った年月日　平成14年３月31日 ②再評価を行った年月日　平成14年３月31日

③再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

の差額

△650,912千円

③再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

の差額

△431,102千円

※４．連結会計年度末日満期手形　

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残

高に含まれております。

※４．

        　　　　　　──────

受取手形 8,578千円
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

　５．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と当座貸越契約を締結し、取引銀行１

行と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

　５．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と当座貸越契約を締結し、取引銀行１

行と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
3,950,000千円

借入実行残高 －

差引額 3,950,000

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
4,500,000千円

借入実行残高 －

差引額 4,500,000

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造運賃 573,559千円

給与手当 1,774,987 

賞与引当金繰入額 128,815

役員退職引当金繰入額 28,980

退職給付費用 93,529

減価償却費 159,314

荷造運賃 742,209千円

給与手当 1,867,089 

賞与引当金繰入額 98,253

役員退職引当金繰入額 27,420

退職給付費用 90,434

減価償却費 162,131

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額 272,776千円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額 293,996千円

※３．固定資産売却益の内訳 ※３．固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 4,203千円

その他（工具器具及び備品） 170 

計 4,374

機械装置及び運搬具 2,788千円

その他 181 

計 2,970

※４．固定資産除却損の内訳 ※４．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 32,564千円

機械装置及び運搬具 11,866

その他（工具器具及び備品） 5,186

計 49,618

建物及び構築物 213,023千円

機械装置及び運搬具 8,474

その他（工具器具及び備品他） 5,442

計 226,940

※５．固定資産売却損の内訳 ※５．固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 457千円 機械装置及び運搬具 2,163千円 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 12,070,000 － － 12,070,000

合計 12,070,000 － － 12,070,000

自己株式

普通株式 1,399 － － 1,399

合計 1,399 － － 1,399

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日

定時株主総会
普通株式 120,686 10.0 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年10月27日

取締役会
普通株式 96,548 8.0 平成18年９月30日 平成18年12月５日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日

定時株主総会
普通株式 144,823 利益剰余金 12.0 平成19年３月31日 平成19年６月25日

キムラユニティー（株）（9368）平成 20 年３月期決算短信

－ 20 －



当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 12,070,000 － － 12,070,000

合計 12,070,000 － － 12,070,000

自己株式

普通株式 1,399 － － 1,399

合計 1,399 － － 1,399

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日

定時株主総会
普通株式 144,823 12 平成19年３月31日 平成19年６月25日

平成19年10月26日

取締役会
普通株式 108,617 9 平成19年９月30日 平成19年12月５日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日

定時株主総会
普通株式 132,754 利益剰余金 11 平成20年３月31日 平成20年６月25日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金 3,022,308千円

預入れ期間が３か月を超える定期預金 △400,000

現金及び現金同等物 2,622,308

現金及び預金 3,063,003千円

預入れ期間が３か月を超える定期預金 △400,000

現金及び現金同等物 2,663,003
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（借手側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借手側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

賃貸資産 11,160,267 4,064,138 7,096,128

機械装置及び運
搬具

106,420 59,402 47,017

その他（工具器
具及び備品）

163,182 76,813 86,368

計 11,429,869 4,200,355 7,229,513

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

賃貸資産 12,298,654 6,216,772 6,081,881

機械装置及び運
搬具

96,420 76,353 20,066

その他（工具器
具及び備品）

174,947 106,137 68,809

計 12,570,021 6,399,263 6,170,758

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,337,310千円

１年超 5,110,515

合計 7,447,826

１年内 2,458,870千円

１年超 3,992,083

合計 6,450,954

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 2,400,726千円

減価償却費相当額 2,137,795

支払利息相当額 346,718

支払リース料 3,000,652千円

減価償却費相当額 2,656,820

支払利息相当額 410,329

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法 

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法 

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内 256,298千円

１年超 302,608

合計 558,906

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

１年内 212,281千円

１年超 204,483

合計 416,764

（減損損失について）

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸手側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（貸手側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

取得価額
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

期末残高
（千円）

賃貸資産 22,631,537 9,999,490 12,632,046

取得価額
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

期末残高
（千円）

賃貸資産 23,163,472 10,650,918 12,512,554

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,403,198千円

１年超 7,604,144

合計 12,007,343

１年内 4,395,486千円

１年超 7,309,216

合計 11,704,703

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 4,288,856千円

減価償却費 2,374,173

受取利息相当額 307,613

受取リース料 4,428,067千円

減価償却費 2,483,723

受取利息相当額 321,340

(4）利息相当額の算定方法

　利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。

(4）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内 1,629,041千円

１年超 1,882,243

合計 3,511,285

（減損損失について）

リース資産に配分される減損損失はありません。

１年内 1,789,340千円

１年超 1,927,327

合計 3,716,667

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額

（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額

（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 726,006 2,873,833 2,147,826 689,635 1,992,693 1,303,057

(2）その他 － － － － － －

小計 726,006 2,873,833 2,147,826 689,635 1,992,693 1,303,057

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 76,039 68,030 △8,009 109,312 104,042 △5,269

(2）その他 12,187 12,046 △141 12,187 9,583 △2,604

小計 88,227 80,076 △8,151 121,500 113,625 △7,874

合計 814,234 2,953,909 2,139,675 919,136 2,214,319 1,295,182

（注）当連結会計年度において減損処理を実施した金額は37,089千円（株式37,089千円)であります。なお、減損処理にあ

たっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合はすべて減損処理を行い30％～

50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

その他有価証券

　非上場株式 208,000 108,000

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）
売却額（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

90,598 49,897 112 113,000 13,000 －

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

１年以内
（千円）

１年超５年
以内
（千円）

５年超10年
以内
（千円）

10年超
（千円）

１年以内
（千円）

１年超５年
以内
（千円）

５年超10年
以内
（千円）

10年超
（千円）

その他

　投資信託 － － － 12,046 － － － 9,583
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、企業年金基金制度を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） △5,452,567 △5,728,405

(2）年金資産（千円） 2,570,396 2,517,480

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（千円） △2,882,171 △3,210,924

(4）未認識数理計算上の差異（千円） 694,583 1,221,171

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） △42,723 △21,361

(6）連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)（千円） △2,230,311 △2,011,114

(7）前払年金費用（千円） － －

(8）退職給付引当金(6)－(7)（千円） △2,230,311 △2,011,114

 

３．退職給付費用に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

退職給付費用

(1）勤務費用（千円）

(2）利息費用（千円）

(3）期待運用収益（減算）（千円）

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円）

(5）過去勤務債務の費用処理額（千円）

退職給付費用　合計（千円）

260,843

104,239

△83,078

153,343

△21,361

413,986

266,483

109,048

△104,697

151,635

△21,361

401,107
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

(1）割引率（％） 2.0 2.0

(2）期待運用収益率（％） 4.0 4.0

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4）過去勤務債務の処理年数 ７年 　７年

(5）数理計算上の差異の処理年数
発生の翌連結会計年

度から10年 

発生の翌連結会計年

度から10年 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の主な原因別内訳

(1）流動資産の部 (1）流動資産の部

賞与引当金 177,094千円

未払法人税等（未払事業税） 33,987

社会保険料 24,281

その他 16,205

繰延税金資産合計 251,569

賞与引当金 194,922千円

未払法人税等（未払事業税） 12,842

社会保険料 26,419

その他 16,233

繰延税金資産合計 250,418

(2）固定資産の部 (2）固定資産の部

退職給付引当金 884,571千円

役員退職引当金 150,305

投資有価証券評価損 37,172

ゴルフ会員権評価損 6,059

子会社欠損金 372,907

その他 95,513

小計 1,546,529

評価性引当額 △416,138

繰延税金資産合計 1,130,390

その他有価証券評価差額金 △820,908

繰延税金資産の純額 309,481

退職給付引当金 797,510千円

役員退職引当金 139,687

投資有価証券評価損 46,115

ゴルフ会員権評価損 6,634

子会社欠損金 368,138

その他 64,426

小計 1,422,512

評価性引当額 △419,777

繰延税金資産合計 1,002,734

その他有価証券評価差額金 △488,795

繰延税金資産の純額 513,939

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 39.66％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
4.35

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.47

住民税均等割額 1.64

評価性引当額の増加額 1.79

持分法による投資利益 △3.42

その他 1.05

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.61

法定実効税率 39.66％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
3.34

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.70

住民税均等割額 2.20

評価性引当額の減少額 △1.48

持分法による投資利益 △4.94

その他 △0.69

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.40
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

物流サービ
ス事業
（千円）

自動車サー
ビス事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 22,685,555 12,324,044 2,130,561 37,140,161 － 37,140,161

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 66,736 830,797 897,533 △897,533 －

計 22,685,555 12,390,780 2,961,358 38,037,694 △897,533 37,140,161

営業費用 21,463,353 11,452,709 2,903,584 35,819,647 △60,330 35,759,316

営業利益 1,222,201 938,071 57,774 2,218,047 △837,203 1,380,844

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出

資産 14,947,177 6,207,630 616,778 21,771,585 10,828,518 32,600,104

減価償却費 370,933 1,315,408 8,421 1,694,764 74,623 1,769,387

資本的支出 758,440 520,073 12,346 1,290,860 618,723 1,909,583

　（注）１．事業区分の方法

製品、サービスの種類・性質等の類似性及び当社グループの損益集計区分を考慮して決定しております。

２．各区分に属する主要な製品、サービス

事業区分 主要製品、サービス

物流サービス事業 包装、格納器具製品製造

自動車サービス事業 車両リース、車両整備、自動車販売、カー用品販売、保険代理店他

その他の事業 情報サービス、人材サービス

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は845,910千円であり、その主なものは、当

社の人事、総務及び経理等の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、13,044,714千円であり、その主なものは、当社

での余剰運用資金（現金等）、長期投資資産（投資有価証券等）及び管理部門に係る資産等であります。

５．会計方針の変更

（役員賞与に関する会計基準）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3）③に記載のとおり、当連結会計年度より「役

員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は25,000千円増加し、営業利益が同額

減少しております。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

物流サービ
ス事業
（千円）

自動車サー
ビス事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 25,621,572 12,374,894 2,549,231 40,545,698 － 40,545,698

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 67,327 676,310 743,638 △743,638 －

計 25,621,572 12,442,221 3,225,541 41,289,336 △743,638 40,545,698

営業費用 24,251,097 11,643,613 3,145,999 39,040,709 167,064 39,207,774

営業利益 1,370,475 798,608 79,542 2,248,626 910,702 1,337,923

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出

資産 14,817,779 8,115,609 454,436 23,387,826 11,114,338 34,502,164

減価償却費 389,004 915,925 2,367 1,307,298 96,030 1,403,328

資本的支出 1,058,780 2,229,467 10,606,760 3,298,854 320,352 3,619,206

　（注）１．事業区分の方法

製品、サービスの種類・性質等の類似性及び当社グループの損益集計区分を考慮して決定しております。

２．各区分に属する主要な製品、サービス

事業区分 主要製品、サービス

物流サービス事業 包装、格納器具製品製造

自動車サービス事業 車両リース、車両整備、自動車販売、カー用品販売、保険代理店他

その他の事業 情報サービス、人材サービス

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は917,697千円であり、その主なものは、当

社の人事、総務及び経理等の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、12,102,573千円であり、その主なものは、当社

での余剰運用資金（現金等）、長期投資資産（投資有価証券等）及び管理部門に係る資産等であります。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額            1,744円27銭          1,738円43銭

１株当たり当期純利益金額    72円79銭    57円38銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額につきましては、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（千円） 878,465 692,545

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 878,465 692,545

期中平均株式数（株） 12,068,601 12,068,601

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 2,853,072 2,680,583  

２．受取手形 ※3 61,887 125,691  

３．売掛金  4,963,149 5,288,713  

４．商品 158,283 151,992  

５．製品 21,334 81,885  

６．原材料 44,809 42,714  

７．仕掛品 53,185 32,878  

８．貯蔵品 7,488 6,570  

９．前払費用 239,535 261,909  

10．未収金 － 588,668  

11．繰延税金資産 251,569 250,418  

12．その他 113,807 74,425  

貸倒引当金 △5,000 △3,900  

流動資産合計 8,763,124 28.8 9,582,552 29.3 819,428

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1）建物 ※1 9,721,302 9,952,400

減価償却累計額 4,809,823 4,911,478 4,909,872 5,042,527  

(2）構築物 1,184,942 1,251,315

減価償却累計額 859,842 325,099 892,899 358,416  

(3）機械及び装置 939,619 886,497

減価償却累計額 752,653 186,966 708,653 177,844  

(4）車両運搬具 907,066 915,242

減価償却累計額 743,123 163,943 775,834 139,408  

(5）工具器具及び備品 1,303,703 1,301,420

減価償却累計額 1,047,608 256,095 1,050,599 250,820  

(6）賃貸資産 8,746,288 8,408,201

減価償却累計額 7,147,928 1,598,359 5,572,740 2,835,460  

(7）土地 ※1,2 6,150,758 6,218,425  

(8）建設仮勘定 38,008 123,670  

有形固定資産合計 13,630,710 44.8 15,146,574 46.4 1,515,864

キムラユニティー（株）（9368）平成 20 年３月期決算短信

－ 31 －



前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

２．無形固定資産

(1）借地権 49,431 49,431  

(2）ソフトウェア 229,055 240,547  

(3）その他 28,105 38,233  

無形固定資産合計 306,592 1.0 328,211 1.0 21,619

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 3,161,909 2,181,670  

(2）関係会社株式 1,842,211 1,842,211  

(3）出資金 94,162 30  

(4）関係会社出資金 854,437 983,341  

(5）関係会社保証金 1,000,000 959,500  

(6）関係会社長期貸付金 193,400 360,475  

(7）破産更生債権等 3,353 3,049  

(8）長期前払費用 955,069 1,392,947  

(9）繰延税金資産 309,481 513,939  

(10）保険積立金 9,084 －  

(11）その他 243,979 285,469  

貸倒引当金 △7,181 △5,077  

投資損失引当金 △956,481 △909,966  

投資その他の資産合計 7,703,426 25.4 7,607,590 23.3 △95,835

固定資産合計 21,640,728 71.2 23,082,376 70.7 1,441,648

資産合計 30,403,852 100.0 32,664,929 100.0 2,261,076
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 1,015,971 1,020,964  

２．短期借入金 ※1 200,000 －  

３．一年以内償還予定社債  300,000 －  

４．一年以内返済予定長期
借入金

※1 500,000 －  

５．未払金 97,838 1,101,309  

６．未払費用 1,904,233 2,111,467  

７．未払法人税等 355,260 18,956  

８．未払消費税等 132,331 47,576  

９．前受金 80,093 78,356  

10．預り金 308,139 302,639  

11．賞与引当金 446,486 491,433  

12．役員賞与引当金 25,000 20,000  

流動負債合計 5,365,353 17.6 5,192,703 15.9 △172,649

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※1 1,000,000 2,000,000  

２．長期未払金  － 1,835,922  

３．退職給付引当金 2,230,311 2,011,114  

４．役員退職引当金 378,947 352,177  

５．再評価に係る繰延税金
負債

※2 1,141,849 1,141,849  

６．預り保証金  － 35,188  

固定負債合計 4,751,108 15.6 7,376,253 22.6 2,625,145

負債合計 10,116,461 33.3 12,568,957 38.5 2,452,495
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   3,580,350 11.8  3,580,350 10.9 －

２．資本剰余金         

(1）資本準備金  3,390,000   3,390,000    

(2）その他資本剰余金  30,139   30,139    

資本剰余金合計   3,420,139 11.2  3,420,139 10.5 －

３．利益剰余金         

(1）利益準備金  667,870   667,870    

(2）その他利益剰余金         

別途積立金  9,889,640   10,389,640    

繰越利益剰余金  1,294,096   1,115,056    

利益剰余金合計   11,851,607 39.0  12,172,567 37.3 320,959

４．自己株式   △1,186 △0.0  △1,186 △0.0 －

株主資本合計   18,850,910 62.0  19,171,870 58.7 320,959

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金

  1,318,766 4.3  806,387 2.4 △512,379

２．土地再評価差額金 ※2  117,713 0.4  117,713 0.4 －

評価・換算差額等合計   1,436,480 4.7  924,101 2.8 △512,379

純資産合計   20,287,391 66.7  20,095,971 61.5 △191,419

負債純資産合計   30,403,852 100.0  32,664,929 100.0 2,261,076

キムラユニティー（株）（9368）平成 20 年３月期決算短信

－ 34 －



(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高

１．サービス売上高 29,732,253 32,290,729

２．製品売上高 2,779,689 3,212,901

３．商品売上高 2,072,216 34,584,159 100.0 1,892,496 37,396,127 100.0 2,811,967

Ⅱ　売上原価 ※2

１．サービス売上原価 24,707,200 27,385,710

２．製品売上原価 2,585,340 2,952,650

３．商品売上原価 1,710,192 29,002,732 83.9 1,563,298 31,901,659 85.3 2,898,926

売上総利益 5,581,426 16.1 5,494,467 14.7 △86,958

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 4,156,591 12.0 4,281,115 11.5 124,524

営業利益 1,424,835 4.1 1,213,352 3.2 △211,482

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 ※3 9,095 12,977

２．受取配当金 ※3 88,678 159,802

３．保険配当金 6,553 4,499

４．投資有価証券売却益 772 －

５．為替差益 2,342 －

６．受取手数料 21,817 16,085

７．雑収入 ※3 52,688 181,947 0.5 46,443 239,808 0.6 57,861

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 28,738 40,936

２．社債利息 2,122 647

３．有価証券売却損 112 －

４．株式関係費用 10,295 －

５．支払手数料 6,235 3,800

６．為替差損 － 51,114

７．雑損失 3,556 51,059 0.1 11,364 107,863 0.2 56,803

経常利益 1,555,722 4.5 1,345,297 3.6 △210,425

Ⅵ　特別利益

１．固定資産売却益 ※4 4,374 2,970

２．投資有価証券売却益  49,124 13,000

３．投資損失引当金戻入額 － 53,499 0.1 46,515 62,485 0.2 8,986

Ⅶ　特別損失

１．固定資産除却損 ※5 49,618 226,940

２．固定資産売却損 ※6 457 2,163

３．ゴルフ会員権貸倒引当
金繰入額

1,800 2,000

４．投資損失引当金繰入額 125,767 －

５．投資有価証券評価損 － 37,089

６．ゴルフ会員権評価損 － 2,250

７．出資金評価損 － 94,132

８．その他 10,916 188,559 0.5 － 364,575 1.0 176,016

税引前当期純利益 1,420,662 4.1 1,043,207 2.8 △377,455
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

法人税、住民税及び事
業税

687,500 340,000

法人税等調整額 13,262 700,762 2.0 128,807 468,807 1.3 △231,955

当期純利益 719,900 2.1 574,400 1.5 △145,499
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　
残高
（千円）

3,580,350 3,390,000 30,139 3,420,139 667,870 9,589,640 1,116,431 11,373,941 △1,186 18,373,245

事業年度中の変動額

剰余金の配当
（注）

      △120,686 △120,686  △120,686

剰余金の配当       △96,548 △96,548  △96,548

役員賞与（注）       △25,000 △25,000  △25,000

別途積立金の積立
（注）

     300,000 △300,000 －  －

当期純利益       719,900 719,900  719,900

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

          

事業年度中の変動額合
計
（千円）

－ － － － － 300,000 177,665 477,665 － 477,665

平成19年３月31日　
残高
（千円）

3,580,350 3,390,000 30,139 3,420,139 667,870 9,889,640 1,294,096 11,851,607 △1,186 18,850,910

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,423,363 117,713 1,541,076 19,914,322

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注）    △120,686

剰余金の配当    △96,548

役員賞与（注）    △25,000

別途積立金の積立（注）    －

当期純利益    719,900

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△104,596 － △104,596 △104,596

事業年度中の変動額合計
（千円）

△104,596 － △104,596 373,068

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,318,766 117,713 1,436,480 20,287,391

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　
残高
（千円）

3,580,350 3,390,000 30,139 3,420,139 667,870 9,889,640 1,294,096 11,851,607 △1,186 18,850,910

事業年度中の変動額

剰余金の配当       △253,440 △253,440  △253,440

別途積立金の積立      500,000 △500,000 －  －

当期純利益       574,400 574,400  574,400

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

          

事業年度中の変動額合
計
（千円）

－ － － － － 500,000 △179,040 320,959 － 320,959

平成20年３月31日　
残高
（千円）

3,580,350 3,390,000 30,139 3,420,139 667,870 10,389,640 1,115,056 12,172,567 △1,186 19,171,870

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,318,766 117,713 1,436,480 20,287,391

事業年度中の変動額

剰余金の配当    △253,440

別途積立金の積立（注）    －

当期純利益    574,400

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△512,379  △512,379 △512,379

事業年度中の変動額合計
（千円）

△512,379 － △512,379 △191,419

平成20年３月31日　残高
（千円）

806,387 117,713 924,101 20,095,971
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1)固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

イ．賃貸資産

リース資産……リース契約期間を償

却年数とし、リース契約期間満了

時に見込まれるリース資産の処分

価額を残存価額とする定額法

（主な耐用年数　　１年～６年）

有形固定資産

イ．賃貸資産

リース資産

同左

レンタル資産……定率法

（主な耐用年数　　３年～４年）

レンタル資産

同左

ロ．その他の有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）…定額

法

（主な耐用年数　　７年～50年）

ロ．その他の有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）

同左

その他…定率法

　主な耐用年数

（機械及び装置　　10年～15年）

（車両運搬具　　　４年～６年）

（工具器具及び備品４年～15年）

その他

同左

 

 

 

(会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。これにより、営業利益、経常利益、

及び税引前当期純利益はそれぞれ17,023

千円減少しております。

 (追加情報）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。これにより、営業利益、経常利

益、及び税引前当期純利益はそれぞれ

20,544千円減少しております。

 

(2)重要な引当金の計上基準 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年

度における支給見込額に基づき計上してお

ります。

（会計方針の変更）
　当事業年度より、「役員賞与に関する会
計基準」（企業会計基準第４号　平成17年
11月29日）を適用しております。
　これにより営業利益、経常利益及び税引
前当期純利益は、それぞれ25,000千円減少
しております。

役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年

度における支給見込額に基づき計上してお

ります。
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。この変更によ

る資本の部の金額への影響はありません。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

　　　

              　　　──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（損益計算書関係）

　　前事業年度において営業外費用の「雑損失」に含め

て表示しておりました「支払手数料」について、営業

外費用の100分の10を超えたため、当事業年度より区分

掲記しております。なお、前事業年度の「支払手数料」

は5,464千円であります。

（貸借対照表関係）

　「未収金」は、前事業年度まで、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当事業年度において

資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記しました。

なお、前事業年度末の「その他」に含まれている「未

収金」は86,380千円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．担保に供している資産及び担保付債務は、次のとお

りであります。

※１．担保に供している資産及び担保付債務は、次のとお

りであります。

（イ）担保に供している資産 （イ）担保に供している資産

建物 1,290,790千円

土地 2,755,953

計 4,046,743

建物 1,412,735千円

土地 2,755,953

計 4,168,688

（ロ）担保付債務 （ロ）担保付債務

短期借入金 200,000千円

１年以内返済予定長期借入金 500,000 

長期借入金 1,000,000

計 1,700,000

長期借入金 2,000,000千円

  

※２．土地の再評価 ※２．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」（平成13年３月31日改正）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純

資産の部に計上しております。

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」（平成13年３月31日改正）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純

資産の部に計上しております。

１．再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条により算出

１．再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条により算出

２．再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

３．再評価を行った土地の期

末における時価と再評価

後の帳簿価額の差額

△650,912千円

２．再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

３．再評価を行った土地の期

末における時価と再評価

後の帳簿価額の差額

△431,102千円

※３．期末日満期手形

 　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

受取手形 8,578千円

※３．

        　　　　　　──────

　４．当社において、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行２行と当座貸越契約を締結し、取引銀行１行

と貸出コミットメント契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

　４．当社において、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行２行と当座貸越契約を締結し、取引銀行１行

と貸出コミットメント契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミッ

トメントの総額
3,950,000千円

借入実行残高 －

差引残 3,950,000

当座貸越極度額及び貸出コミッ

トメントの総額
4,500,000千円

借入実行残高 －

差引残 4,500,000
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

　５．保証債務 　５．保証債務

　子会社の金融機関からの借入及びリース契約債務に

対し債務保証を行っております。

　子会社の金融機関からの借入及びリース契約債務に

対し債務保証を行っております。

ＫＩＭＵＲＡ，ＩＮＣ． 570,296千円

天津木村進和物流有限公司 67,995 

広州広汽木村進和倉庫有限公司 76,154 

計 714,446 

ＫＩＭＵＲＡ，ＩＮＣ． 191,945千円

天津木村進和物流有限公司 69,435 

広州広汽木村進和倉庫有限公司 151,375 

計 412,756 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費

　主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 　主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

荷造運賃 573,559千円

役員報酬 183,160

給与手当 1,441,328

賞与 156,619

賞与引当金繰入額 128,815

役員退職引当金繰入額 28,980

福利厚生費 265,487

退職給付費用 93,379

減価償却費 131,636

荷造運賃 634,024千円

役員報酬 187,730

給与手当 1,479,953

賞与 214,212

賞与引当金繰入額 98,253

役員退職引当金繰入額 27,420

福利厚生費 276,175

退職給付費用 90,434

減価償却費 149,246

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
272,776千円

一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
293,996千円

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

　　受取利息 8,253千円 

　　受取配当金 49,848 

　　雑収入 8,707 

　　受取利息 10,205千円 

　　受取配当金 117,494 

　　雑収入 6,994 

※４．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※４．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 4,203千円 

工具器具及び備品 170 

計 4,374 

機械装置 1,738千円 

車両運搬具 1,050 

その他 181 

計 2,970 

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 31,773千円

構築物 791

機械及び装置 8,746

車両運搬具 3,119

工具器具及び備品 5,186

計 49,618

建物 205,828千円

構築物 7,195

機械及び装置 5,114

車両運搬具 3,359

工具器具及び備品 5,261

ソフトウェア 180

計 226,940
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※６．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※６．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 457千円 機械装置 1,619千円 

車両運搬具 543 

計 2,163

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 1,399 － － 1,399

合計 1,399 － － 1,399

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 1,399 － － 1,399

合計 1,399 － － 1,399
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（借手側） （借手側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

賃貸資産 11,160,267 4,064,138 7,096,128

車両運搬具 106,420 59,402 47,017

工具器具及び備
品

163,182 76,813 86,368

合計 11,429,869 4,200,355 7,229,513

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

賃貸資産 12,298,654 6,216,772 6,081,881

車両運搬具 96,420 76,353 20,066

工具器具及び備
品

174,947 106,137 68,809

合計 12,570,021 6,399,263 6,170,758

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,337,310千円

１年超 5,110,515

合計 7,447,826

１年内 2,458,870千円

１年超 3,992,083

合計 6,450,954

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 2,400,726千円

減価償却費相当額 2,137,795

支払利息相当額 346,718

支払リース料 3,000,652千円

減価償却費相当額 2,656,820

支払利息相当額 410,329

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算出方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算出方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内 242,042千円

１年超 200,261

合計 442,303

 （減損損失について）

    リース資産に配分された減損損失はありません。

１年内 197,868千円

１年超 119,762

合計 317,630

 （減損損失について）

 同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸手側） （貸手側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

取得価額
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

期末残高
（千円）

賃貸資産 22,631,537 9,999,490 12,632,046

取得価額
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

期末残高
（千円）

賃貸資産 23,163,472 10,650,918 12,512,554

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,403,198千円

１年超 7,604,144

合計 12,007,343

１年内 4,395,486千円

１年超 7,309,216

合計 11,704,703

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 4,288,856千円

減価償却費 2,374,173

受取利息相当額 307,613

受取リース料 4,428,067千円

減価償却費 2,483,723

受取利息相当額 321,340

(4）利息相当額の算定方法

　利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。

(4）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内 1,629,041千円

１年超 1,882,243

合計 3,511,285

 （減損損失について）

  　　リース資産に配分された減損損失はありません。

１年内 1,789,340千円

１年超 1,927,327

合計 3,716,667

 （減損損失について）

同左

（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の主な原因別内訳

(1)流動資産の部 (1)流動資産の部

賞与引当金 177,094千円

社会保険料 24,281

未払法人税等（未払事業税） 33,987

その他 16,205

繰延税金資産合計 251,569

賞与引当金 194,922千円

社会保険料 26,419

未払法人税等（未払事業税） 12,842

その他 16,233

繰延税金資産合計 250,418

(2)固定資産の部 (2)固定資産の部

退職給付引当金 884,571千円

役員退職引当金 150,305

投資有価証券評価損 37,172

ゴルフ会員権評価損 6,059

投資損失引当金 379,379

その他 95,513

小計 1,553,001

評価性引当額 △422,610

繰延税金資産合計 1,130,390

 その他有価証券評価差額金 △820,908

繰延税金資産の純額 309,481

退職給付引当金 797,510千円

役員退職引当金 139,687

投資有価証券評価損 46,115

ゴルフ会員権評価損 6,634

投資損失引当金 360,929

その他 64,426

小計 1,415,303

評価性引当額 △412,568

繰延税金資産合計 1,002,734

 その他有価証券評価差額金 △488,795

繰延税金資産の純額 513,939

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 39.66％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
4.79

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.52

住民税均等割額 1.81

評価性引当額の増加額 3.56

その他 0.02

税効果会計適用後の法人税等負担率 49.33

法定実効税率 39.66％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
4.01

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.84

住民税均等割額 2.63

評価性引当額の減少額 △1.75

その他 1.22

税効果会計適用後の法人税等負担率 44.94
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,681円01銭 1,665円15銭

１株当たり当期純利益金額     59円65銭     47円59銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（千円） 719,900 574,400

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 719,900 574,400

期中平均株式数（株） 12,068,601 12,068,601

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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６．その他

   役員の異動

 ①代表取締役の異動

　 該当事項はありません。

 

 ②その他の役員の異動

 ・退任予定取締役

専務取締役　鈴村　光利（当社相談役 就任予定）

取締役　　　佐野　一美

 　　・昇任取締役候補

 常務取締役　前田　 豊（現 取締役）

 

 ③就任予定日

 　　平成20年６月24日
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平成２０年３月期決算参考資料                       平成 20 年 4 月 28 日 

                                            キムラユニティー株式会社 

                                                                    （コード番号 ９３６８ 東証、名証） 

 

１． 連結決算の状況 

 当連結会計年度の連結決算の状況は、以下のとおりであります。 

（１） 当連結会計期間の連結業績の推移                          （単位：百万円）      

 平成１6年３月期 

（実績） 

平成17年３月期

（実績） 

平成１８年３月期

（実績） 

平成19年３月期

（実績） 

平成20年３月期 

（実績） 

前期比 

（増減額） 

前期比

（％） 

売 上 高 ２８，７８４ ３３，６７６ ３４，７３０ ３７，１４０ ４０，５４５ ３，４０５ １０９．２

営 業 利 益 １，２８４ １，２９８ １，２８１ １，３８０ １，３３７ △  ４２ ９６．９

経 常 利 益 １，３１５ １，３９３ １，５９０ １，６０３ １，５２５ △  ７８ ９５．１

当期純利益 ５３２ ７１１ ８２７ ８７８ ６９２ △ １８５ ７８．８

１株当り当期 

純 利 益 
４２円９５銭 ５７円４４銭 ６６円６４銭 ７２円７９銭 ５７円３８銭 △１５円４１銭 －

    注）売上高は、過去最高となりました。 

  

(２)当連結会計期間の連結品目別売上高の推移                      （単位：百万円） 

売上区分 売上品目 平成16年３月期 

（実績） 

平成17年３月期 

（実績） 

平成18年３月期 

（実績） 

平成19年３月期 

（実績）) 

平成20年３月期 

（実績）) 

前期比 

（増減額） 

前期比 

（％） 

包 装 １３，０３４ １５，１８４ １６，７８０ １８，１９３ ２０，７８７ ２，５９４ １１４．３

運 送 ２０７ ２２０ ２６１ － － － －

格納器具製品 ２，３０４ ３，９５６ ３，６９６ ４，４９１ ４，８３３ ３４１ １０７．６

物流サー

ビス事業 

 

小 計 １５，５４６ １９，３６１ ２０，７３８ ２２，６８５ ２５，６２１ ２，９３６ １１２．９

車 両 リ ー ス ６，２４７ ７，０１９ ６，９９７ ７，２１１ ７，３６０ １４８ １０２．１

車 両 整 備 ２，２２８ ２，５４７ ２，４５３ ２，３７４ ２，４１０ ３６ １０１．５

自 動 車 販 売 １，０１８ １，２４５ １，０５８ １，１０９ １，１３７ ２７ １０２．５

カー用品販売 １，３５２ １，１１８ １，００９ ９６２ ７５５ △２０７ ７８．４

保 険 手 数 料 ６５５ ６７６ ６３６ ６３０ ６７７ ４７ １０７．５

そ の 他 ７２ ７６ ８１ １０２ １０１ △  ０ ９９．２

自動車サ

ービス事

業 

 

小 計 １１，５７４ １２，６８３ １２，２３６ １２，３９０ １２，４４２ ５１ １００．４

情報サービス １，６１６ １，４８８ １，４５７ １，５０２ １，５８７ ８４ １０５．６

人材サービス ５３０ ８９４ １，３４３ １，４５８ １，６３８ １７９ １１２．３

その他の

事業 

小 計 ２，１４７ ２，３８２ ２，８００ ２，９６１ ３，２２５ ２６４ １０８．９

小          計 ２９，２６８ ３４，４２７ ３５，７７５ ３８，０３７ ４１，２８９ ３，２５１ １０８．５

セグメント間売上相殺 △４８３ △７５１ △１，０４５ △ ８９７ △ ７４３ １５３ －

合              計 ２８，７８４ ３３，６７６ ３４，７３０ ３７，１４０ ４０，５４５ ３，４０５ １０９．２
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(３)当連結会計期間のセグメント別業績の推移                         （単位：百万円） 

平成１９年３月期（実績） 平成２０年３月期（実績）  

売上高 営業利益 売上高 前期比 

（増減額） 

前期比

（％） 

営業利益 前期比 

（増減額）

前期比

（％） 

物 流 サ ー ビ ス 事 業 ２２，６８５ １，２２２ ２５，６２１ ２，９３６ １１２．９ １，３７０ １４８ １１２．１

自動車サービス事業 １２，３９０ ９３８ １２，４４２ ５１ １００．４ ７９８ △ １３９ ８５．１

そ の 他 の 事 業 ２，９６１ ５７ ３，２２５ ２６４ １０８．９ ７９ ２１ １３７．７

小計 ３８，０３７ ２，２１８ ４１，２８９ ３，２５１ １０８．５ ２，２４８ ３０ １０１．４

消 去 又 は 全 社 △ ８９７ △ ８３７ △ ７４３ １５３ － △９１０ △  ７３ －

連 結 ３７，１４０ １，３８０ ４０，５４５ ３，４０５ １０９．２ １，３３７ △  ４２ ９６．９

 

（４）当連結会計期間の設備投資、減価償却費等の状況                   （単位：百万円） 

 平成16年３月期 

（実績） 

平成17年３月期

（実績） 

平成１８年３月期

（実績） 

平成１９年３月期

（実績） 

平成２０年３月期 

（実績） 

前期比 

（増減額） 

      

前期比

（％） 

社 用 資 産 投 資 ５５９ ８０７ ２，０５２ １，５０４ １，２９２ △ ２１２ ８５．９

賃 貸 資 産 投 資 ６２７ ５７０ ３２８ ３０１ ２，１７２ １，８７０ ７２０．０

設 備 投 資 計 １，１８６ １，３７７ ２，３８０ １，８０６ ３，４６４ １，６５８ １９１．８

減 価 償 却 費 ３，０６３ ２，７９５ ２，２６３ １，７６９ １，５０２ △ ２６６ ８４．９

リース車輌保有台数 １４，２４４台 １２，０３２台 ９，０９３台 ６，５７４台 ６，１８８台 △ ３８６台 －

リース車輌契約台数 １６，３７６台 １６，９７４台 １７，３３１台 １８，２３６台 １８，９４２台 ７０６台 －

    ※賃貸資産の投資額が大幅に増加したのは、平成１９年１０月よりリース＆リース方式から、割賦による取得に

変更したためであります。 
 

  （５）当連結会計期間末財政状態                                         （単位：百万円） 

 平成１6年３月期 

（実績） 

平成１７年３月期

（実績） 

平成１８年３月期 

（実績） 

平成１９年３月期 

（実績） 

平成２０年３月期 

（実績） 

前期比 

（増減額） 

前期比

（％） 

総 資 産 ３１，４８２ ３１，３０２ ３２，１７８ ３２，６００ ３４，５０２ １，９０２ １０５．８

自 己 資 本 １８，９８５ １９，４７１ ２０，４０１ ２１，０５０ ２０，９８０ △ ７０ ９９．７

自己資本比率（％） ６０．３１ ６２．２０ ６３．４０ ６４．５７ ６０．８１ △３．７６ －

１株当たり純資産 １，５７４円５５銭 １，６２２円４７銭 １，６８８円３８銭 １，７４４円２７銭 １，７３８円４３銭 △５円８４銭 －

 

（６）当連結会計期間のキャッシュ・フロー計算書について                     （単位：百万円） 

 平成１6年３月期 

（実績） 

平成１７年３月期

（実績） 

平成１８年３月期

（実績） 

平成１９年３月期 

（実績） 

平成２０年３月期 

（実績） 

前期比 

（増減額）

前期比

（％） 

営業活動によるキャッシュ・フロー ３，８１４ ２，９４７ ２，４１４ ２，１１４ １，４６６ △ ６４７ ６９．４

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２，７３８ △ ２，１２０ △ １，６６５ △１，３６１ △ ９６２ ３９９ ７０．７

財務活動によるキャッシュ・フロー △   ４２５ △   ７３１ △ １，０６１ △  ８５７ △ ４６１ ３９６ ５３．８

現金及び現金同等物の期末残高 ２，９１１ ３，００８ ２，７２２ ２，６２２ ２，６６３ ４０ １０１．６



 3

     （７）平成２１年３月期の連結業績の予想 

      ①平成２１年３月期（中間期）の予想 

 次期中間期の連結決算の予想は、以下のとおりであります。 

イ．連結業績                                                     （単位：百万円） 

 平成２０年３月期 

中間期（実績） 

平成２１年３月期 

中間期（予想） 

前期比 

（増減額） 

前期比 

（％） 

売 上 高 １９，２６６ ２１，０００ １，７３３ １０９．０

営 業 利 益 ５４２ ５６０ １７ １０３．３

経 常 利 益 ６８１ ７００ １８ １０２．７

当 期 純 利 益 ３１８ ３８０ ６１ １１９．３

 

 ..ロ．連結品目別売上高の推移                              （単位：百万円） 

売上区分 売上品目 平成２０年３月期 

中間期（実績） 

平成２１年３月期 

中間期（予想） 

前期比 

（増減額） 

前期比 

（％） 

包 装 ９，４１８ １０，６１２ １，１９４ １１２．７

格 納 器 具 製 品 ２，４８９ ２，５６９ ７９ １０３．２

物流サービ 

ス事業 

小 計 １１，９０８ １３，１８２ １，２７３ １１０．７

車 両 リ ー ス ３，６５８ ３，７９６ １３７ １０３．８

車 両 整 備 １，１４７ １，１５６ ９ １００．８

自 動 車 販 売 ５３１ ７８５ ２５３ １４７．８

カ ー 用 品 販 売 ３７４ ３７５ ０ １００．３

保 険 手 数 料 ３６６ ３３１ △ ３５ ９０．２

そ の 他 ５５ ４２ △ １３ ７５．２

自 動 車 サ

ービス事業 

 

小 計 ６，１３３ ６，４８６ ３５２ １０５．７

情 報 サ ー ビ ス ７９８ ８１７ １８ １０２．３

人 材 サ ー ビ ス ７９６ ９２０ １２３ １１５．５

そ の 他 の

事業 

小 計 １，５９５ １，７３７ １４１ １０８．９

小          計 １９，６３７ ２１，４０５ １，７６７ １０９．９

セグメント間売上相殺 △ ３７１ △ ４０５ △ ３３ －

合              計 １９，２６６ ２１，０００ １，７３３ １０９．０

ハ．セグメント別の業績予想                                         （単位：百万円） 

平成２０年３月期中間期

（実績） 

平成２１年３月期中間期（予想）  

売上高 営業利益 売上高 前期比 

（増減額） 

前期比

（％） 

営業利益 前期比 

（増減額） 

前期比

（％） 

物 流 サ ービス事業 １１，９０８ ５２８ １３，１８２ １，２７３ １１０．７ ６２０ ９１ １１７．３

自動車サービス事業 ６，１３３ ４２０ ６，４８６ ３５２ １０５．７ ４３０ ９ １０２．３

そ の 他 の 事 業 １，５９５ ３２ １，７３７ １４１ １０８．９ ４０ ７ １２４．４

小計 １９，６３７ ９８１ ２１，４０５ １，７６７ １０９．９ １，０９０ １０８ １１１．１

消 去 又 は 全 社 △３７１ △４３９ △ ４０５ △ ３３ － △ ５３０ △ ９０ －

連 結 １９，２６６ ５４２ ２１，０００ １，７３３ １０９．０ ５６０ １７ １０３．３
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②平成２１年３月期（通期）の予想 

 次期通期の連結決算の予想は、以下のとおりであります。 

 イ．連結業績                                                    （単位：百万円） 

 平成２０年３月期（実績） 平成２１年３月期（予想） 前期比（増減額） 前期比（％）

売 上 高 ４０，５４５ ４３，０００ ２，４５４ １０６．１

営 業 利 益 １，３３７ １，６３０ ２９２ １２１．８

経 常 利 益 １，５２５ １，８００ ２７４ １１８．０

当 期 純 利 益 ６９２ １，０４０ ３４７ １５０．２

１株当り当期純利益 ５７円３８銭 ８６円１７銭 ２８円７９銭 －

    注）売上高・営業利益・経常利益・当期純利益とも過去最高を予想しています。 

 

ロ．連結品目別売上高の推移                              （単位：百万円） 

売上区分 売上品目 平成２０年３月期

（実績） 

平成２１年３月期 

（予想） 

前期比 

（増減額） 

前期比 

（％） 

包 装 ２０，７８７ ２１，８００ １，０１２ １０４．９

格 納 器 具 製 品 ４，８３３ ５，２００ ３６６ １０７．６

物流サービ 

ス事業 

小 計 ２５，６２１ ２７，０００ １，３７８ １０５．４

車 両 リ ー ス ７，３６０ ７，７１０ ３４９ １０４．８

車 両 整 備 ２，４１０ ２，４１０ △   ０ １００．０

自 動 車 販 売 １，１３７ １，５９８ ４６０ １４０．５

カ ー 用 品 販 売 ７５５ ８１０ ５４ １０７．３

保 険 手 数 料 ６７７ ６６０ △  １７ ９７．４

そ の 他 １０１ ８２ △  １９ ８０．９

自 動 車 サ

ービス事業 

 

小 計 １２，４４２ １３，２７０ ８２７ １０６．７

情 報 サ ー ビ ス １，５８７ １，７００ １１２ １０７．１

人 材 サ ー ビ ス １，６３８ ２，０００ ３６１ １２２．１

そ の 他 の

事業 

小 計 ３，２２５ ３，７００ ４７４ １１４．７

小       計 ４１，２８９ ４３，９７０ ２，６８０ １０６．５

セグメント間売上相殺 △ ７４３ △ ９７０ △ ２２６ －

合      計 ４０，５４５ ４３，０００ ２，４５４ １０６．１

 

ハ．セグメント別の業績予想                                 （単位：百万円） 

平成２０年３月期（実績） 平成２１年３月期（予想）  

売上高 営業利益 売上高 前期比 

（増減額） 

前期比

（％） 

営業利益 前期比 

（増減額）

前期比

（％） 

物 流 サ ービス事業 ２５，６２１ １，３７０ ２７，０００ １，３７８ １０５．４ １，６３５ ２６４ １１９．３

自動車サービス事業 １２，４４２ ７９８ １３，２７０ ８２７ １０６．７ ９８０ １８１ １２２．７

そ の 他 の 事 業 ３，２２５ ７９ ３，７００ ４７４ １１４．７ １４５ ６５ １８２．３

小 計 ４１，２８９ ２，２４８ ４３，９７０ ２，６８０ １０６．５ ２，７６０ ５１１ １２２．７

消 去 又 は 全 社 △ ７４３ △９１０ △ ９７０ △ ２２６ － △１，１３０ △２１９ －

連 結 ４０，５４５ １，３３７ ４３，０００ ２，４５４ １０６．１ １，６３０ ２９２ １２１．８
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二．設備投資、減価償却費等の予想                          （単位：百万円） 

 平成２０年３月期（実績） 平成２１年３月期（予想） 前期比（増減額） 

社 用 資 産 投 資 １，２９２ ３，１４７ １，８５５

賃 貸 資 産 投 資 ２，１７２ ５，３２２ ３，１４９

設 備 投 資 計 ３，４６４ ８，４６９ ５，００５

減 価 償 却 費 １，５０２ １，９６８ ４６６

リース車輌保有台数 ６，１８８台 ８，１００台 １，９１２台

リース車輌契約台数 １８，９４２台 ２０，３００台 １，３５８台

    

２． 個別決算の状況 

「個別決算の業績の状況」及び「個別業績予想」につきましては、決算短信の２ページを 

ご参照願います。なお、１株当たりの配当金の推移は以下のとおりです。 

 

 （※）1 株当たり配当金の推移 

 平成16年３月期 

（実績） 

平成17年３月期 

（実績） 

平成18年３月期

（実績） 

平成19年３月期 

（実績） 

平成20年3月期 

（実績見通し） 

平成21年３月期 

（予想） 

前期比 

（増減額） 

中間配当金 ８．００円 ８．００円 ８．００円 ８．００円 ９．００円 １０．００円 １．００円

期末配当金 ９．００円 １０．００円 １０．００円 １２．００円 １１．００円 １０．００円 △１．００円

計 １７．００円 １８．００円 １８．００円 ２０．００円 ２０．００円 ２０，００円 －
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３．当社グループの主要取引先との取引状況 

  ①主要取引先トヨタ自動車（株）様との取引状況                      （単位：百万円） 

 平成 16 年３月期 

（実績） 

平成 17 年３月期 

（実績） 

平成 18 年３月期 

（実績） 

平成 19 年３月期 

（実績） 

平成 20 年３月期 

（実績） 

前期比 

増減額･率 

売 上 金 額 ９，５２１ １０，３７７ １０，８６６ １１，５３７ １２，０４６ ５０８

売上に対する占率 ３３．１％ ３０．８％ ３１．３％ ３１．１％ ２９．７％ △ １．４％

 

  ②トヨタ自動車（株）様海外現地子会社との取引状況                   （単位：百万円） 

 平成 16 年３月期 

（実績） 

平成 17 年３月期 

（実績） 

平成 18 年３月期 

（実績） 

平成 19 年３月期 

（実績） 

平成 20 年３月期 

（実績） 

前期比 

増減額･率 

売 上 金 額 １６４ １７２ ４８ １，３８１ １，４８２ １０１

売上に対する占率 ０．６％ ０．７％ ０．１％ ３．７％ ３．７％ ０．０％

 

  ③トヨタグループ企業様との取引状況                             （単位：百万円） 

 平成 16 年３月期 

（実績） 

平成 17 年３月期 

（実績） 

平成 18 年３月期 

（実績） 

平成 19 年３月期 

（実績） 

平成 20 年３月期 

（実績） 

前期比 

増減額･率 

売 上 金 額 ２，４７２ ３，２４５ ３，２８０ ３，０８３ ３，０３１ △ ５１

売上に対する占率 ８．６％ ９．６％ ９．４％ ８．３％ ７．５％ △０．８％

※直系子会社１２社 
 

  ④トヨタ自動車（株）様とトヨタグループ企業様との取引合計               （単位：百万円） 

 平成 16 年３月期 

（実績） 

平成 17 年３月期 

（実績） 

平成 18 年３月期 

（実績） 

平成 19 年３月期 

（実績） 

平成 20 年３月期 

（実績） 

前期比 

増減額･率 

売 上 金 額 １２，１５７ １３，７９４ １４，１９５ １６，００２ １６，５６０ ５５８

売上に対する占率 ４２．３％ ４０．９％ ４０．８％ ４３．１％ ４０．９％ △２．２％

 


